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・東京都区部では、2024年の人口増加の 7割強を外国人が占めたが、世帯数についても、2024年の

世帯総数の増加の 52％が外国人を含む世帯が占めた。 

・区別に 2023～24年の世帯総数の増加に占める外国人を含む世帯の比率をみると、豊島区で 99％、

新宿区で 83％と、この 2区では世帯数の増加の大部分を、外国人を含む世帯が占めていた。 

・外国人を含む世帯の増加は、現在の都区部賃貸住宅市況の活況に影響していると思われる。現状

では外国人の居住状況に関する統計的な把握は難しいため、今後の充実が望まれる。 

 
 

１. 東京都区部の世帯数推移 （日本人世帯、外国人を含む世帯） 

▪ 都区部の世帯数は、2021年にコロナ禍の影響で減少した以外は増加が続いている（図表 1、2）。 

▪ 東京都区部の 2024 年の 1 年間の人口増加の 7 割強が外国人によるものだったが1、世帯数について

も、2024年の都区部世帯増加数に占める、外国人を含む世帯増加数（外国人のみの世帯と、日本人と

外国人の複数国籍世帯の合計）の比率は 52％だった。 

▪ なお、2025年初時点の世帯総数 553万世帯のうち、日本人のみの世帯が507万世帯（世帯総数の92％）、

外国人のみの世帯が 39万世帯（同 7％）、日本人と外国人の世帯が 7万世帯（同 1％）だった。 

図表１： 都区部 世帯数の推移 図表２： 都区部 世帯数増減数 

  

（出所）東京都「住民基本台帳による東京都の世帯と人口（町丁別・年齢別）」（以下、図表 8まで同じ）、（注）図表 1は各年 1月 1日時点。 

（注）2012年 7月に改正住民基本台帳法が施行され、外国人住民も住民基本台帳法の適用対象になったため、年次統計では 2013年初より、日本

人のみの世帯、外国人のみの世帯、日本人と外国人の複数国籍世帯に分けて開示されることになった。なお、2012年までの総数には、日本人のみ

の世帯と、一部、日本人と外国人の複数国籍世帯が含まれると考えられるため、2012年までの総世帯数と完全に一致する世帯区分はない 

 

２. 日本人のみの世帯数・外国人のみの世帯数 （区別） 

▪ 都区部に居住する、日本人のみの世帯と外国人のみの世帯の世帯数、それぞれの世帯総数に占める比

率、それぞれの世帯増減数を示したのが図表 3～6である。 

▪ 都区部のうちで、最も日本人のみの世帯数が多く、日本人のみの世帯比率が高いのが世田谷区（48万
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世帯、95％）だった。一方、外国人のみの世帯数が最も多く、世帯総数に占める比率が高いのが新宿

区（3.6万世帯、世帯総数の 15％）で、外国人のみの世帯比率は豊島区も 15％だった。 

▪ 単年では外国人世帯の増減幅が大きいため、2023～24 年の 2 年間の、日本人世帯・外国人を含む世

帯の増減数および増減数構成比を示したのが図表 7～8である。2年間に都区部では 19万世帯の増加

で、日本人のみの世帯が増加の 49.6％、外国人を含む世帯が 50.4％を占めている。 

▪ 2023～24 年の 2 年間における、外国人を含む世帯の、世帯増加総数に占める比率が高いのが豊島区

の 99％、次いで新宿区の 83％だった。なお豊島区では 2024年に日本人のみの世帯は減少している。 

図表３： 日本人のみの世帯数と、世帯総数に占

める比率 （区別、2025年初） 

図表４： 外国人のみの世帯数と、世帯総数に占め

る比率 （区別、2023年初、2025年初） 

  
（注）日本人（または外国人）のみの世帯数/各区の世帯総数、図表 3～4は各年初値 
 
図表５： 日本人のみの世帯の増減数 （区別） 図表６： 外国人のみの世帯の増減数 （区別） 

  

（注）年間の増減数（当該年初～翌年初までの増減数） 
 
図表７： 日本人世帯・外国人世帯別 世帯数増減

数 （区別、2023年初～2025年初） 

図表８： 日本人世帯・外国人世帯別 世帯増減数構

成比 （区別、2023年初～2025年初） 

 
 

（注）2023年初～2025年初までの 2年間の増減数 
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３. 外国人のいる世帯の家族類型、住宅の所有関係 （都区部） 

▪ 2020 年の国勢調査によると、都区部の外国人のいる世帯のうち、単独世帯は 53％、夫婦のみの世帯

は 15％を占める。外国人のみの世帯では、72％が単独世帯だった（図表 9）。 

▪ 外国人のいる世帯の所有関係をみると、持ち家は全体の 27％で、民営借家・間借りが 60％を占める

（図表 10）。外国人のみの世帯では、持ち家は 20％、民営借家・間借りが 67％を占めた。一方、外国

人と日本人の世帯では持ち家が 47％であった。 

図表９： 外国人のいる世帯の家族類型別一般世帯数、構成比 （都区部、2020年） 

 

（出所）2020年国勢調査 （図表 10も同様）、（注）日本人の有無が不詳の世帯があるため総数が区分の合計値に一致しない（図表 10も同様） 

 

図表 10： 外国人のいる世帯の住宅の所有関係別一般世帯数、構成比 （都区部、2020年） 

 

（注）住宅以外の住居としては、寄宿舎や寮、病院などがある 

 

４. 最後に 

▪ 最近、都区部ではマンション賃料の上昇が顕著となっている。住宅需要の堅調さには、外国人人口の

増加や外国人を含む世帯の増加が影響している可能性が高いと思われる。 

▪ しかし、外国人を含む世帯の居住状況に関する統計はほとんどなく、最新の家族類型や所有関係等に

ついては、2025年 10月に行われる国勢調査の結果が公表されるのを待つしかないと思われる2。 

▪ 2028年には住宅・土地統計調査が実施され、居住者の特性や、住宅の所有関係、広さ、家賃なども

調査される。ただし、これまでは、日本人・外国人という世帯区分での調査は行われてこなかっ

た。外国人を含む世帯の調査を新たに実施することには多くの負担と困難があるかと思うが、外国

人の人口や外国人を含む世帯の増加が顕著となる中で、その把握のために、ぜひ、次回の住宅・土

地統計調査において、外国人を含む世帯の調査を追加していただければと願っている。  

 
2 報道によると、外国人による投資目的でのマンション購入に関しては、国交省が登記情報を活用した初の実態調査を行うという（NHK、2025.5.25） 
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